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Ⅰ� 平成22年度事業活動の概要

１．沿革および目的

（１）沿革

アジア経済研究所は、開発途上国の経済及びこれに関連する諸事情について、基礎的かつ総
合的な調査研究を行い、その成果を普及し、これら地域との貿易の拡大及び経済協力の促進に
寄与することを目的として、昭和 35 年に「アジア経済研究所法」（昭和 35 年法律第 51 号）に
基づいて設立された。平成 10 年、研究所はこれらの目的と成果を引き継ぎながら、「アジア・
太平洋地域等との通商政策上の協力体制の整備等を図るためアジア経済研究所と日本貿易振興
会を統合する」という閣議決定（平成 7 年 2 月 24 日）に基づき、貿易・投資振興、地域研究、
開発研究及び経済協力研究を推進する新ジェトロの研究機関として位置づけられた。平成 11
年度には千葉市幕張に新施設が完成し、多極分散型国土形成促進法に基づく移転要請の閣議決
定（昭和 63 年 7 月 19 日）に端を発し、平成 6 年度の基本構想策定以来進めてきた移転事業が
完結して、新たな研究拠点での活動が開始された。平成 14 年 12 月には「特殊法人等整理合理
化計画」（平成 13 年 12 月）に基づき独立行政法人日本貿易振興機構法が成立、平成 15 年 10
月に「独立行政法人日本貿易振興機構」が設立され、アジア経済研究所はその附置研究所とし
て位置付けられることとなった。独立行政法人日本貿易振興機構の第一期中期目標期間は平成
19 年 3 月までの 3 年半で終了、その後、第二期中期目標期間が翌 4月から 4 年間の予定でスター
トした。平成 22 年度は、第二期中期目標期間の第 4 年目（最終年度）に当たる。

（２）目的

アジア経済研究所は、経済産業省が各種政府方針を踏まえ「独立行政法人日本貿易振興機構
法」を基礎として定める「中期目標」の達成のため、機構が自ら策定する「中期計画」に基づ
き研究所に関連する事業目的の達成のため、研究所の所管する各種事業を実施する。各事業年
度においては、機構全体として「経営方針・目標」を策定し、当該方針・目標に基づき、研究
所の所管する事業を実施している。
具体的には、アジアを中心に、中東、アフリカ、ラテンアメリカなどすべての開発途上国・

地域について、現地に軸足を置いた経済・政治・社会など諸動向に係る分析を継続的に行う地
域研究と、最先端の理論を踏まえた計量的実証分析等に基づく開発研究の手法により、ノウハ
ウの蓄積と研究者の集積を活かした基礎的かつ総合的な調査研究を実施することで、開発途上
国研究の拠点として世界への知的貢献を目指す。また、開発途上国・地域との貿易の拡大およ



び経済協力の促進に寄与する国のシンクタンクとして、政策やビジネスの基礎的材料となる付
加価値の高い研究成果を、政策担当者、ビジネス界、学界等国民各層に提供し、我が国の通商
政策および途上国の経済発展に貢献する。

【参考】「独立行政法人日本貿易振興機構法」（アジア経済研究所関連項目のみ抜粋）

（機構の目的）
第�三条　独立行政法人日本貿易振興機構は、我が国の貿易の振興に関する事業を総合的かつ効
率的に実施すること並びにアジア地域等の経済及びこれに関連する諸事情について基礎的か
つ総合的な調査研究並びにその成果の普及を行い、もってこれらの地域との貿易の拡大及び
経済協力の促進に寄与することを目的とする。

（業務の範囲）
第十二条　機構は、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。
六　�アジア地域その他の地域の経済及びこれに関連する諸事情に関する資料を収集すること。
七�　アジア地域その他の地域の経済及びこれに関連する諸事情に関し、文献その他の資料に
より調査研究を行い、又は現地調査を行うこと。
八�　前二号に掲げる業務に係る成果を定期的に、若しくは時宜に応じて、又は依頼に応じて、
提供すること。

【参考】「�独立行政法人日本貿易振興機構第二期中期目標（経済産業省）」（アジア経済研
究所関連項目のみ抜粋）

3. 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項
（４）調査研究等
我が国企業は、世界中で事業活動を展開しており、海外マーケットに関する迅速な情報収集

等に対するニーズは、量、質とも高まっている。こうした状況において、対日投資や輸出促進
など具体的な業務のみならず、現地の人脈に強いネットワークを有する機構が、我が国企業の
事業活動に直接役立つ世界各国・地域の政治・経済・産業等に関する調査や、開発途上国の基
礎的・総合的・学術的な研究を実施することは、我が国の産業や経済の発展に資するものであ
り、機構の調査・研究に対する我が国官民の期待は極めて大きいことから、これらの調査・研
究結果をユーザー（政府、自治体、産業界等）に効果的にフィードバックしてゆく。具体的には、
以下の取組みを行う。
（イ）調査・研究

海外事務所、国内事務所等を通じ、国内外の政府、産業界等から情報を迅速かつ正確に
入手するとともに、世界各国・地域の政治・経済・産業等の動向を的確に調査・分析し、また、
これらと研究所によるアジア地域等の国、地域の社会・歴史等の実情を踏まえた調査・研
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究との融合を図ることにより、「より深みのある調査・研究事業」を行う。特に、東アジア
における経済統合の推進に貢献すべく、研究所の知見を活用する。さらに、我が国とアジ
ア諸国との間の経済面の繋がりを踏まえ、東アジア域内の経済発展に向けた調査・研究に
重点を置くとともに、我が国の通商政策や経済協力政策の方向を踏まえつつ、現下の開発
途上国を巡る政策的課題や、激変する国際情勢の中で新たにクローズアップされた課題に
対応するための調査・研究にも取組む。特に最近、FTA、EPA といった通商・貿易政策の
企画・実施に際し、研究所の地域研究と機構の海外調査が一体となって生み出される調査・
研究事業による知見を、いわゆる貿易取引事業の実施につなげていくという事例が出てき
ているところである。今後とも、これまでの調査・研究の知見を一層活かし、WTOも含め
貿易投資振興事業に寄与する調査・研究を、機構全体で一体となって進めることで、国内
外の政府・産業界等に対し、経済・社会発展、ビジネス機会の創出等について積極的な政
策提言を実施する。（中略）研究所が行う開発途上国研究については、開発途上国の現地に
軸足を置きつつ、グローバルな研究の動向を押さえて最先端を行く。その際、政府、産業界、
学界等の関係者の意見も十分に踏まえながら研究テーマを選定していく。あわせて我が国
政府が推進する「東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）」設立構想に協力し、効果
的な研究活動等を行う。

【参考】「�独立行政法人日本貿易振興機構第二期中期計画（ジェトロ）」（アジア経済研究
所関連項目のみ抜粋）

機構は政府と民間双方に足場を置き、70を超える広範な海外ネットワークを持ち迅速な情報
収集を行う「総合的調査・研究機関」として高い信頼性を得ている。我が国企業の経営のグロー
バル化、我が国企業の進出が著しい東アジアなど開発途上国や新興国の経済発展に鑑み、以下
の調査・研究を重点的に行うものとする。
① 我が国企業の事業活動や経営判断に直接役立つ調査・研究
② �FTA（自由貿易協定）、EPA（経済連携協定）等によって形成される広域経済圏に関する調
査・研究
③ 開発途上国に関する基礎的・総合的・学術的な調査・研究
こうした調査・研究を通じて、FTA・EPA，WTOの推進など我が国の通商政策に寄与すると

ともに、我が国政府・産業界や相手国政府等に対する経済・社会発展、ビジネス機会の創出等
に関する積極的な政策提言等を行う。さらに調査・研究の成果を機構全体の事業に反映させる。
（中略）研究所は、開発途上国・地域に固有の一次資料・情報等に基づき、研究者の「集積」を
活かした多様な視点、手法により開発途上国に関する基礎的・総合的・学術的研究を実施し、
世界水準の研究を追求する。
第二期中期目標期間においては、中国、インド、東アジアにおける地域統合、貧困削減と開発
戦略を重点研究分野とするほか、開発途上国・地域が直面している様々な課題についての基礎
研究を引き続き実施する。これらの研究成果については、外部専門家の査読による評価を行い、
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5 点満点の総合評価で平均 3.5 点以上を確保する。さらに、東アジア全域を視野に入れた、長
期的な地域経済と地域連携のあり方に関する政策的な研究を行う拠点として、我が国政府が推
進する「東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）」設立構想に協力し、アジア諸国との共
同研究等を実施する。
調査・研究成果を国民に広く還元するという観点から、出版、セミナー、ウェブサイト、映

像、面談等を通じて、政策決定権者、企業関係者、有識者、学界など各層のニーズ・特性に応
じて成果の普及を図っていく。セミナー・シンポジウムの参加者等に対して「役立ち度」に関
するアンケート調査を実施し、4段階評価で上位 2つの評価を得る割合が 7割以上とする。（中
略）研究所については、アクセス件数（ページビュー）を年平均 600 万件以上 , 論文のダウンロー
ド数を年平均 130 万件以上とする。
研究所図書館については、紙媒体を中心とした図書資料の収集、整備と、電子媒体による資

料・情報の収集、整備、提供を総合的に行う図書館を目指し、第二期中期目標終了年度におい
て年間 4万冊以上の資料利用冊数とする。また、研究所の有する途上国研究の蓄積を活かし、
経済開発・社会開発に寄与する専門家を育成する。これらの事業の利用者に対して「役立ち度」
に関するアンケート調査を実施し、4段階評価で上位 2つの評価を得る割合が 7割以上とする。
この他、内外の研究者との研究交流を積極的に実施することにより、途上国研究ネットワーク
強化に努める。なお、通商政策や経済協力政策の立案に貢献すべく、政策官庁等に対してタイ
ムリーに調査・研究成果を提供することとし、あわせて、国の政策に必要な情報提供については、
可能な限りこれに協力する。

２．平成22年度事業方針

平成 22 年度の機構全体の事業活動については、12 の事業区分により資源配分をおこなって
おり、そのうちアジア経済研究所が所管する区分は、「研究」および「成果普及」の 2 区分である。

【参考】平成 22 年度資源配分区分（ジェトロ全体）

① 対日投資拡大
② 輸出促進
③ 農林水産・輸出促進
④ 在外企業支援
⑤ 国際的企業連携支援
⑥ 開発途上国との貿易取引拡大
⑦ 調査
⑧ 情報発信
⑨ 研究
⑩ 成果普及

4



⑪ 貿易投資相談（人材育成含む）
⑫ 地方自治体等と共同で行う貿易情報センターの活動

（１）「研究」区分基本方針

アジア経済研究所の基本方針は、開発途上国に関する国のシンクタンクとして政策の基盤と
なる研究を実施することである。
同時に、世界最先端の理論研究を押さえながらも、引き続き現地に軸足をおき、研究者の集

積を活かした世界水準の研究を実施し、政策担当者に理論と実証に裏付けされた議論を提供す
る。具体的には、経済地理シミュレーションモデル（GSM）を用いてインフラの国際的な産
業立地の効果を分析し、その成果を ERIAを通じて経済大臣会合や首脳会議に報告すること、
アジア国際産業連関表事業で貿易統計の国別付加価値を世界貿易機関（WTO）と共同で推計し、
それに基づいた分析を行うことなどを想定している。
平成 22 年度は、本部、関係省庁等と連携を図りながら、政策ニーズが強い ERIA支援研究、

アジア等研究ネットワーク構築支援事業、日中韓共同研究、日中経済連携研究、対アフリカ投
資誘致型実証事業等に取り組み、政府・産業界・学界等の各層ニーズに幅広く応えてゆく。
研究成果の発信については、ポリシー・ブリーフの作成、ウェブによる研究成果の対外発信

を強化する。

（２）「成果普及」区分基本方針

【成果普及】
調査研究の成果普及について、その目的（政策提言、学術水準の維持・向上、途上国理解の

促進）、普及対象（政府、ビジネス界、研究者・学生等）に応じて適切かつ効果的な手段で成
果普及を行う。政策提言に向けた取り組みとしては、ポリシー・ブリーフ作成するとともに、
政策立案者に対する成果を報告するポリシーフォーラムを開催する。また、本部広報課との連
携を図りながら、ウェブ発信、セミナー・シンポジウムの開催、メディアに対する情報活動な
ど対外情報発信を強化する。

【開発専門家の育成】
開発途上国研究に関する最先端の研究成果を活かして、開発スクール（イデアス）を運営す

る。特に、大学に比べ、高度なカリキュラムを提供することで、アジアを中心とする途上国の
経済・社会開発に寄与する高度な開発専門家を育成する。

【研究所図書館】
開発途上国研究のためのインフラの役割を果たすため、開発途上国に関する図書資料の収
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集、整備、提供と、電子媒体による資料・情報の収集、整備、提供を進め、図書資料に関する
情報の積極的な発信を行う。また、質の高いサービスの提供に努め、利用度の向上と利用者か
らの高い満足度の確保を目指す。さらに、平成21年度に実施した官民競争入札の結果に基づき、
新体制で業務を円滑に実施する。

【参考】平成 22 年度資源配分方針－重点方針（抜粋）

⑥ 我が国政府・産業界の海外情報インフラ
（前略）
研究活動については、政策ニーズが強い「アジア等研究ネットワーク構築支援事業」、「日中韓

FTA共同研究」、「日中連携研究」、「対アフリカ投資誘致型実証事業」等の研究について重点的に
取り組み、アジア共同体の構築を進める等、政府・産業界・学界等の各層ニーズに幅広く対応する。
特に「開発途上国の持続的発展に関する研究」に重点を置き、アジア地域等の貿易の拡大と経

済協力の促進に資するための政策提言、政策提言のための分析、分析を支える基礎的・総合的研
究を実施する。
また、アジア経済研究所をはじめとして関係部署が一体となって、「東アジアにおける地域統

合」に資する政策提言を行う東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）への支援、連携を
継続して行う。具体的には、東アジア首脳会議に報告予定の『アジア総合開発計画』策定支援、
CLMV諸国の行政官を対象としたキャパシティ・ビルディング事業、日本における ERIA のプレ
ゼンス向上のための国際シンポジウム共催等を実施する。さらに、これら情報、調査研究結果の
ユーザー（政府、自治体、産業界など）への効果的フィードバックや、東アジアセミナーなどを
通じた日本の貢献・魅力・立場を中心とするメッセージの海外への発信も進める。
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